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我が国のＯＤＡの姿 

～東南アジア地域を例として～ 
 

 

調査情報担当室 大山 尚 

 

 

《要旨》 

 本稿においては、まず我が国の政府開発援助(ＯＤＡ)の沿革及び状況

について概観する。次に、我が国のＯＤＡと東南アジア地域との関係を通

して我が国のＯＤＡの現状と課題あるいは今後の我が国のＯＤＡの姿に

ついて考える。 

また、参議院ＯＤＡ調査派遣報告書における指摘を踏まえて、質の高い

インフラ整備の重要性、ＯＤＡの重点化、国際機関等との連携、人材育成

の重要性等の課題についても取り上げている。 

 

 

１．はじめに 

これまで我が国は、置かれている地理的環境あるいは第二次世界大戦におい

て我が国が近隣諸国に与えた様々な被害との関係等もあり、アジア地域を中心

に、長年にわたり援助を行ってきた。 

本稿においては、これまでの我が国のＯＤＡの沿革・概要について触れると

ともに、特に東南アジア地域に対する我が国のＯＤＡについて取り上げる。 

 

２．我が国のＯＤＡの概要 

政府開発援助（ＯＤＡ）とは、政府や政府関係機関が開発途上国の経済・社

会の発展や福祉の向上のために行う国際協力のことである。また、ＯＤＡは

Official Development Assistance の略であり、開発途上国・地域を直接支援

する二国間援助と国際機関に対する拠出である多国間援助に分かれる。さらに、

二国間援助は無償提供される協力である贈与と政府貸付等（有償資金協力）に

分かれ、そのうち贈与は、返済義務を課さずに社会・経済の開発のため必要な

資金を贈与する無償資金協力と我が国の知識・技術・経験を生かし、社会・経

済の担い手となる人材の育成を行う技術協力に分かれる。また、政府貸付等に
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は、低金利かつ返済期間の長い緩やかな条件で必要な資金を貸し付ける円借款

と事業実施を担う民間企業等に融資・出資を行う海外投融資がある。 

 

２－１．沿革 

我が国のＯＤＡは、1954（昭和 29）年 10 月にコロンボ・プランに加盟し、

技術協力を開始したことに端を発している1。また、1958（昭和 33）年にインド

を最初の供与先として円借款を、1969（昭和 44）年に無償資金協力をそれぞれ

開始している。さらに、1960（昭和 35）年に低所得の開発途上国に対する融資

を主な役割とする国際開発協会（ＩＤＡ）に加盟し、国際機関を通じた資金協

力が開始されている。このほか、1989（平成元）年には、住民に直接役立つ比

較的小規模な事業に必要な資金を供与する小規模無償資金協力（現在の草の根・

人間の安全保障無償資金協力）が創設されている。 

なお、我が国は、1960（昭和 35）年に米国の提唱により設立された開発援助

グループ（ＤＡＧ）に第１回会合から加盟しており、翌 1961（昭和 36）年のＯ

ＥＣＤ発足に伴い、ＤＡＧはＤＡＣに改組されている。 

また、実施体制の沿革を見ると、1961（昭和 36）年に円借款の実施主体とし

て海外経済協力基金（ＯＥＣＦ）が、1962（昭和 37）年に技術協力の実施主体

として海外技術協力事業団（ＯＴＣＡ）が、それぞれ設立されている。その後、

1974（昭和 49）年には、海外移住事業を実施する国際移住事業団とＯＴＣＡが

統合し、国際協力事業団（現在の国際協力機構（ＪＩＣＡ））が設立されている。 

さらに、1999（平成 11）年に日本輸出入銀行とＯＥＣＦが統合して国際協力

銀行（ＪＢＩＣ）が設立され、2008（平成 20）年には、ＪＢＩＣの海外経済協

力業務と外務省の無償資金協力業務2をＪＩＣＡが継承し、ＯＤＡの手法である

技術協力、有償資金協力、無償資金協力を一元的に管理する機関が生まれた。 

なお、外務省は、1982（昭和 57）年から経済協力評価報告書の作成・公表を

開始しており、1984（昭和 59）年には、我が国の政府開発援助（ＯＤＡ白書）

を発表している。 

また、我が国は、中長期的な援助政策を包括的に取りまとめた政府開発援助

（ＯＤＡ）大綱を 1992（平成４）年に初めて策定している。その後、2003（平

成 15）年にＯＤＡ大綱は改定され、2015（平成 27）年２月にＯＤＡ大綱の改定

 
1 コロンボ・プランは、1950 年にセイロン（現在のスリランカ）のコロンボにおいて開催され

た英連邦外相会議に起源を持ち、第二次世界大戦後最も早く設立された開発途上国支援のた

めの国際機関であり、主に技術協力を通じてアジア太平洋地域諸国の経済・社会開発を促進

し、生活水準を向上させることを目的とする。2019 年 12 月現在、加盟国は 27 か国である。 
2 外交政策の遂行上の必要から外務省が引き続き実施するものもある。 
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として開発協力大綱が策定され、閣議決定されている。 

初期における我が国ＯＤＡの特色として忘れてはならないことは、戦後処理

としての賠償支払（図表１参照）と並行して行われてきた点である。 

 

図表１ 日本の戦時賠償・準賠償3一覧 

区 

 

分 

 

相手国 

賠償・準賠償額 

(協定義務額はアンダーラインのもの) 

 

賠償供与期間又は無償援助期間 

米ドル貨 円貨 

 
賠 

 

 

償 

ビルマ連邦 

フィリピン 

インドネシア 

ヴェトナム共和国 

（南ベトナム） 

計 

$200,000,000 

$550,000,000 

$223,080,000 

$39,000,000 

 

$1,012,080,000 

¥72,000,000,000 

¥190,203,272,472 

¥80,308,800,000 

¥14,040,000,000 

 

¥356,552,072,472 

1955.4.16-1965.4.15 

1956.7.23-1976.7.22 

1958.4.15-1970.4.14 

1960.1.12-1965.1.11 

経 

済 

技 

術 

協 

力 

協 

定 

) 等 

準無 

賠償 

償援 

( 助 

ラオス 

カンボジア 

タイ 

ビルマ連邦 

韓国（注） 

マレーシア 

シンガポール 

ミクロネシア 

 

 

計 

$2,777,777 

$4,166,666 

$26,666,666 

$140,000,000 

$300,000,000 

$8,166,675 

$8,166,675 

$5,844,155 

 

 

$495,788,616.93 

¥1,000,000,000 

¥1,500,000,000 

¥,9600,000,000 

¥47,335,584,547 

¥102,093,285,442 

¥2,940,003,000 

¥2,940,003,000 

¥1,800,000,000 

 

 

¥169,208,875,989 

1959.1.23-1961.1.22 -延長 1965.1.22 

1959.7.6-1962.7.5 -延長 1966.7.5 

1962.5.9-1969.5.30 

1965.4.16-1977.4.15 

1965.12.18-1975.12.17 

1968.5.7-1971.5.6 -延長 1972.5.6 

1968.5.7-1971.5.6 -延長 1972.3.31 

1972.5.27-1975.5.26 -延長 1976.10.15 

 

総 計 $1,507,868,616.93 ¥525,760,948,461  

（注）韓国に対しては、日韓請求権・経済協力協定に基づき、３億ドルの無償資金協力と併せ
２億ドルの有償資金協力も供与している。 

（出所）『外交青書（昭和 52 年版）』（外務省） 

 

1954（昭和 29）年 11 月のビルマ連邦（現在のミャンマー）との賠償・経済

協力協定を始めとして、フィリピン、インドネシア、ベトナム（旧南ベトナム）

との間で賠償協定が結ばれており、「これらの賠償は、戦後処理の一環ではあっ

たが、アジア諸国の経済開発上有効な資金協力として位置付けられるとともに、

日本の貿易振興策と密接に関連付けられ、日本経済の発展にも資することとな

った。」と指摘されている4。 

さらに、準賠償として、我が国に対する賠償請求権を放棄したカンボジアと

ラオスの２か国以外に、タイ、マレーシア、シンガポール、韓国、ミクロネシ

ア連邦に対しても経済協力等が行われた。 

 
3 1951（昭和 26）年に調印されたサンフランシスコ平和条約に直接基づくものではないが、賠

償を補完して戦後処理に資するものである。 
4 「国際協力―特に、ＯＤＡのあり方を中心として―」に関する基礎資料（衆議院憲法調査会

事務局）（平 15.4） 

<http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_kenpou.nsf/html/kenpou/chosa/shukenshi  

025.pdf/$File/shukenshi025.pdf>（令 2.8.31 最終アクセス） 
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なお、戦後最初の賠償協定がビルマ連邦との間で締結された際、他の東南ア

ジア諸国との賠償協定締結後にビルマ連邦との賠償を見直す旨の取決めが含ま

れており、ビルマ連邦に対する賠償額が他の国との均衡を欠くという理由で

1963（昭和 38）年に追加の経済協力協定が新たに締結されている5。 

 

２－２．現状 

2019（平成 31）年３月末の時点において、我が国がこれまでに援助してきた

ことがある国・地域は 190 か国・地域、援助累計6は支出総額ベースで 5,143 億

米ドル（以下、「ドル」と表記する。）（約 63 兆円）、支出純額ベース7で 3,657 億

ドル（約 47 兆円）である。また、約 18 万９千名の専門家派遣、約５万３千名

の青年海外協力隊員を始めとするボランティア派遣8、約 63 万７千名の研修員

受入れ事業を行っている9。 

 

図表２ ＯＤＡ予算と円ベース事業実績の推移 

 
（注）卒業国を除く 
（出所）各年版ＯＤＡ白書・開発協力白書（外務省） 

 
5 大海渡（2019）99-100 頁、109 頁 
6 「我が国ＯＤＡの軌跡と成果」（外務省国際協力局）（令元.7） 
7 支出総額から有償資金協力の回収額を引いたもの。援助額等のデータは、外務省の開発協力

白書あるいは外務省資料に基づいている。 
8 ＪＩＣＡのホームページによれば、2020 年３月 31 日現在、累計で青年海外協力隊員 45,776

人（男 24,302 人、女 21,474 人）、シニア海外協力隊 6,553 人（男 5,298 人、女 1,255 人）、

日系社会青年海外協力隊 1,542 人（男 597 人、女 945 人）、日系社会シニア海外協力隊 547 人

（男 252 人、女 295 人）となっている。 

<https://www.jica.go.jp/volunteer/outline/publication/results/>（令 2.8.31 最終アク

セス） 
9 「我が国ＯＤＡの軌跡と成果」（外務省国際協力局）（令元.7） 
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また、政府全体のＯＤＡ一般会計予算10は、1997（平成９）年度をピークに減

少が続いたが、近年は、わずかながらも増加する傾向が見られる（図表２参照）。 

ただし、国民一人当たりの負担額を見ると、ＤＡＣ加盟国の中において我が

国は、必ずしも負担額が多いとは言えない（図表３参照）。 

 

図表３ ＤＡＣ加盟国のＯＤＡの国民一人当たり負担額と国民総所得比率 

 
（注）贈与相当額ベース。卒業国向け援助を除く。1970 年国連総会はＯＤＡの目標をＧＮＩ比

0.7％と定める。 
（出所）ＤＡＣ統計(DAC Statistics on OECD.STAT)（2018 年） 

 

２－３．ＤＡＣ主要国のＯＤＡ実績 

我が国は、経済の好調を背景に 1989（平成元）年にはＤＡＣ11主要国のＯＤ

Ａ実績（支出純額ベース）で米国を抜いて世界最大の援助国となり、1991（平

成３）年から 10 年間、その地位を維持していた。しかし、財政状況の悪化に伴

い、2001（平成 13）年に世界最大の援助国の座を再び米国に譲ることとなった。

2018（平成 30）年の時点では、英国に次ぐ４番目の援助国となっている（図表

４参照）12。 

 
10 ＯＤＡの事業予算には一般会計以外に特別会計、出資・拠出国債や財政投融資等が含まれる。 
11 経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の開発援助委員会（Development Assistance Committiee）の

略称。ＯＥＣＤにおいて開発援助に関する事項を取り扱う委員会で、ＯＥＣＤ加盟 36 か国

のうち 29 か国とＥＵ（欧州連合）から成る。 
12 ＯＤＡ実績は、ＤＡＣにおける決定を踏まえて、2019 年版開発協力白書において従来の支出

純額ベースから贈与相当額ベースに変更されており、借款利率や返済期間等の供与条件を考

慮して贈与相当とされる金額もＯＤＡ実績として計上される。 
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図表４ ＤＡＣ主要国のＯＤＡ実績 

 
（注）卒業国向け援助を除く。支出純額ベース（2018 年からは贈与相当額ベース） 
（出所）『開発協力白書（2019 年版）』（外務省） 

 

なお、中国の対外援助13については、ＤＡＣ未加盟でありＤＡＣが定めるＯＤ

Ａの定義とは異なっていること、これまでに数字が２回公開されたのみである

ことなどから、ＤＡＣ主要国のＯＤＡと同列で比較することは困難であり、図

表４には含まれていない。 

 

２－４．特徴 

1970 年代頃まで我が国のＯＤＡには、①対象地域がアジア中心であること、

②援助分野が経済インフラ中心であること、③タイド援助14であること、④無償

資金協力や技術協力のような贈与よりも円借款の割合が高いことなどの特徴が

見られた。 

これらの特徴の中で、アジア地域重視あるいは経済インフラ重視の傾向は近

年もあまり変わっていない。タイド援助については一時期減少傾向にあったが、

最近は増加する傾向も見られる。 

また、我が国のＯＤＡは、支出純額ベースで見ると、1990 年代までは政府貸

 
13 中国の対外援助については、ＪＩＣＡ緒方研究所（国際協力機構緒方貞子平和開発研究所）

の客員研究員である北野尚宏早稲田大学理工学術院教授が、2019（平成 31）年 1 月のＪＩＣ
Ａ研究所ナレッジフォーラム（第１回）において発表した「中国の対外援助最新動向」の中
で推計額を示し、ＤＡＣ主要国等のＯＤＡとの比較を試みている。 

14 援助資金による物資や役務の調達先が援助供与国に限定されているものをいう。 
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付等15（有償資金協力）の割合が高かった（図表５参照）。 

 

図表５ 我が国ＯＤＡの形態別実績 

 
（注）東欧・卒業国を除く。当該年ＯＤＡ白書の実績値を使用し、従前実績との比較のため 2018

年は贈与相当額ではなく、支出純額を使用している。 
（出所）各年版ＯＤＡ白書・開発協力白書（外務省）から作成 

 

２－４－１．対象地域 

我が国のＯＤＡがアジア地域中心であることは、第二次世界大戦において、

我が国がアジアを中心とする周辺国に戦争の惨禍を与えたこととも関係してい

る（２－１．参照）が、それだけではなく、アジア地域は、地理的・歴史的関

係等から政治、経済、文化等の多方面において我が国と緊密な関係にあり、我

が国の経済成長や安全保障の観点からも地域の安定と持続的な発展が重要であ

るためである。 

このため我が国は、アジア地域に対して長年にわたり様々な支援を行ってい

る。我が国は、ＤＡＣ主要国の中でアジア地域に対する最大の支援国となって

おり、我が国の二国間ＯＤＡの地域別実績（図表６参照）を見ると、以前より

も比率が低下しているものの、依然としてアジア地域を対象とする援助が二国

間ＯＤＡ全体の半分以上を占めている。 

 

 
15 政府等に向けた円借款と民間企業等に向けた海外投融資がある。 
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図表６ 我が国のＯＤＡの地域別構成比 

 
（注）支出総額ベース。1990 年以降の実績には卒業国向け援助を含んでおり、複数地域には地

域分類が不可能なものを含む。 
（出所）各年版『開発協力参考資料集』（外務省）から作成 

 

また、ＤＡＣ主要国がどのような地域にＯＤＡを重点配分しているかを見る

と、我が国がアジア地域への援助実績が多いのと同様、オーストラリアは大洋

州地域に対する援助実績が多いなど、特定の地域にＯＤＡが重点配分される傾

向は、他の援助国においても見られる16（図表７参照）。 

 

図表７ 地域別に見たＤＡＣ主要国の援助実績 

 
（注）2018 年実績、支出総額ベース 
（出所）『開発協力参考資料集（2019 年版）』（外務省）から作成 

 
16 大海渡（2019）97 頁 
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さらに、参議院ＯＤＡ調査派遣17報告書においても、アジア地域、とりわけＡ

ＳＥＡＮ諸国の経済社会開発は我が国の国益にとって戦略的に重要であると指

摘されている18。 

 

２－４－２．援助分野 

ＤＡＣ主要国の援助は、医療・保健、教育等の社会インフラ分野が多く（図

表８参照）、米国の援助が冷戦時代に共産主義の浸透防止を第一の目的として

いたように、政治的色彩が見られるものもあると指摘されている19。 

 

図表８ ＤＡＣ主要国の二国間ＯＤＡ分野別配分 

 
（注）卒業国向け援助を除く。2018 年実績、約束額ベース。 
（出所）『開発協力参考資料集（2019 年版）』（外務省） 

 

一方、我が国は、援助において政治的色彩を排除し、開発途上国の持続的な

経済成長を支えるための経済インフラ整備や能力構築のための協力こそが相手

国の雇用機会や所得の創出につながり、貧困削減にも大きな効果があるとして

重視している。 

これは、相手国の成長に最も重要なことは当該国の自助努力や主体的に取り

組む姿勢（オーナーシップ）であり、これをパートナーシップで支えることが

援助国や国際機関の役割であるという考え方を我が国が一貫して採っているた

 
17 平成 15（2003）年７月の参議院改革協議会報告書の提言等に基づき、ＯＤＡ経費の効率的運

用に資するため、平成 16（2004）年度からこれまでに 16 回実施されている。また、同協議

会は、参議院の組織及び運営に関する諸問題を調査検討するため参議院議長の下に置かれた

組織である。 
18 第８回参議院ＯＤＡ派遣報告書第４章（平 24.5）290 頁 
19 大海渡（2019）15 頁 
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めである20。 

こうした姿勢は、開発協力大綱等においても示されている。また、参議院Ｏ

ＤＡ調査派遣報告書においても、相手国の均衡のとれた発展に当たっては、経

済インフラの整備とともに貧困削減のための教育・保健医療・福祉、水と衛生、

農業分野の協力が欠かせない旨が指摘されている21。 

加えて、開発途上国が自立的発展を遂げるとともに公正かつ安定的な社会運

営を行うためには、経済インフラの整備のようなハード面だけでなく、法制度

のようなソフト面についても基盤となる法制度の構築が不可欠であり、法整備

後の運用面まで含めた支援の強化が求められる旨も同報告書において指摘され

ている22。 

 

２－４－３．ＯＤＡと円借款 

円借款のプロセスは、開発途上国の政府から在外公館等を通じて要請が行わ

れた後、外務省が中心となって財務省、経済産業省等の関係省庁及びＪＩＣＡ

とも協議して検討が行われる。その後、相手国政府との協議や実施機関である

ＪＩＣＡの審査等を経て、閣議決定を経る交換公文が相手国政府との間で締結

され、借款契約の調印を経て実施される23。 

 

図表９ 政府貸付等実績の推移 

 
（出所）各年版政府開発援助（ＯＤＡ）白書・開発協力白書から作成 

 
20 『政府開発援助（ＯＤＡ）白書（2014 年版）』（外務省）5-6 頁 
21 第７回参議院ＯＤＡ派遣報告書第４章(平 23.4)260 頁 
22 第 13 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第３章（平 29.6）169-170 頁 
23 『政府開発援助（ＯＤＡ）参考資料集（2011 年版）』（外務省）第２章第７節 
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また、贈与と支出総額ベースで見た円借款を始めとする政府貸付等について

は、贈与の比重が高い時期もあったものの、最近は政府貸付等の比重が高い傾

向が続いている（図表９参照）。 

 

ア 円借款の重視 

我が国のＯＤＡが初期の段階で円借款を重視した背景には、開発途上国に我

が国の資本財24を供給し、相手国の経済建設を支援することが援助の目的だっ

た事情が存在する25。 

開発途上国の経済発展において、自国による努力が重要なことを考えると、

無償資金協力のように相手国が返済する必要がない場合は、援助された資金返

済のため自助努力するインセンティブが乏しくなりがちである。その意味では、

低利ではあるがいずれ返済の必要がある借款の方が、相手国の将来の経済発展

を考える上でプラスになるという考え方は十分理解し得る。しかしながら、低

利であっても借金である以上、経済インフラの整備のように、長期間の使用を

念頭に置いて考えなければならない案件については、どのような支援が最終的

に相手国の利益になるのかを十分考える必要がある。 

この点に関しては、見た目は立派な施設をすぐ手に入れようとすると、質を

伴わず、国民の利用も進まず、残るのは借金だけとなりかねない旨26、ＯＤＡの

執行体制に対するガバナンスの強化に向けた支援あるいは政策決定過程におけ

るガバナンスの確立と透明化の確保が必要である旨27が参議院ＯＤＡ調査派遣

報告書において指摘されている。 

 

イ 円借款とタイド援助 

1958（昭和 33）年に円借款が開始された当時、調達条件28は全てタイド援助

だった。当初の円借款がタイド援助であったことは、我が国が円借款を供与す

ると相手国への資本財輸出が増加し、相手国にとっても低利で購入資金を調達

 
24 将来の生産のため使用される機械、道具、原料等の物的生産物の総称で、労働により生産さ

れた生産手段のこと。中間財は生産工程の中間段階で原材料として使用される財を意味する。 
25 大海渡（2019）119-121 頁 
26 第 15 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第１章（平 31.3）50 頁 
27 第 11 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第３章（平 26.11）217 頁 
28 円借款の調達条件は、タイド（円借款による資機材及び役務の調達先を日本に限るもの。1989

～1998年度は未供与）、二国間タイド（調達先を日本と被供与国の２か国に限るもの。1997
年度導入決定）、部分アンタイド（調達先を日本及び開発途上国に限るもの）、一般アンタ
イド（世界の全ての国や地域からの調達を認めるもの）に分けられる。 
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できる利点があった29。 

その後、1970（昭和 45）年のＤＡＣ上級会議における二国間援助アンタイド

化の原則合意、1974（昭和 49）年のＤＡＣ本会議におけるＬＤＣアンタイイン

グ了解覚書採択等の流れを受け、1970（昭和 45）年度には皆無だった円借款一

般アンタイド比率が増加した。 

このような一般アンタイド化の背景としては、我が国が高度経済成長を遂げ

て貿易黒字が累積した状況に対し、諸外国から援助の量的拡大と質的改善が求

められたことが挙げられる。これは、有償の円借款の割合を減らして無償の贈

与を増やすこととタイド援助の縮小を意味している30。 

一般アンタイド化は、1980（昭和 55）年度には 62.0％まで増加し、1980 年

代後半以降、我が国の国際収支黒字化を背景に一層進められた。1990（平成２）

年度には 84.5％となり、1996（平成８）年度には、タイド援助が見られなくな

った31（図表 10 参照）。 

 

図表 10 円借款におけるタイド・アンタイドの推移 

 
（注）約束額ベース（技術協力及び行政経費を除く）。1993 年以前は承諾ベース（債務救済を

除く）。 
（出所）各年版政府開発援助（ＯＤＡ）参考資料集・開発協力参考資料集（外務省）・海外経済

協力基金年次報告書から作成 

 

その後、1997（平成９）年の特別環境案件金利32の導入や人材育成支援借款、

中小企業支援借款に対する特別金利の導入に伴い、ＯＥＣＤのタイド性援助信

 
29 大海渡（2019）15 頁 
30 大海渡（2019）210-213頁 
31『海外経済協力基金史（2003.3）』（海外経済協力基金）177 頁 
32 地球環境問題対策案件や公害対策案件に適用される特別に優遇された貸付条件 
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用規制においてタイド性の円借款供与が可能となり、部分アンタイド、二国間

タイドの円借款が復活している33。 

これらの金利は、開発途上国における地球温暖化対策の促進、開発途上国の

民間投資受入れの基盤強化のため導入されたものであるが、1997（平成９）年

以降のタイド性円借款の復活については、我が国企業の円借款事業への参加機

会拡大を通じて、その技術や経営上のノウハウを積極的に移転することを目的

としている34。 

また、1997（平成９）年のタイの通貨危機に端を発したアジア通貨危機に対

し、我が国は 1998（平成 10）年に公表した緊急経済対策に基づいて、３年間で

総額 6,000 億円を上限とする、アジア諸国等の経済構造改革支援のための特別

円借款制度を創設している35。 

この制度は、経済危機の影響を受けたアジア諸国のインフラ整備を支援する

とともに、前述の緊急経済対策を受けて、アジア通貨危機による不況に悩む我

が国企業に円借款事業における受注機会拡大を図る狙いがあった。このため、

調達は原則としてタイド援助とされ、それまでのアンタイド化政策からの転換

が図られた36。 

また、特別円借款制度に対しては、本格的なタイド借款復活として高く評価

し、存続を求める意見が産業界から出された。これを受けて我が国政府は、2001

（平成 13）年に「わが国円借款の供与条件の改善について」を決定し、2002（平

成 14）年６月で特別円借款制度を解消して同年７月からＳＴＥＰ（Special 

Terms for Economic Partnership）が導入されることとなった37。 

ＳＴＥＰとは、本邦技術活用条件のことである。ＳＴＥＰは、特別円借款の

タイド性を引き継いで日本企業タイドの条件で実施され、我が国の優れた技術

やノウハウを活用し、開発途上国への技術移転を通じて我が国の「顔が見える

援助」を促進するものである38。これに対して特別円借款は、アジア通貨危機に

より悪化したアジア経済の早期回復に向けて景気刺激効果及び雇用促進効果が

高い事業の推進を目的とし、円借款の特別枠として追加、拡充されたものであ

る39。 

 
33『海外経済協力基金史（2003.3）』（海外経済協力基金）179-180 頁 
34『海外経済協力基金史（2003.3）』（海外経済協力基金）178-180 頁 
35『国際協力機構史（2019.3）』（独立行政法人国際協力機構）161 頁 
36『国際協力機構史（2019.3）』（独立行政法人国際協力機構）55 頁 
37『国際協力機構史（2019.3）』（独立行政法人国際協力機構）55 頁 
38『国際協力機構史（2019.3）』（独立行政法人国際協力機構）161-162 頁 
39『国際協力機構史（2019.3）』（独立行政法人国際協力機構）161 頁 
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2018（平成 30）年度のＳＴＥＰ供与実績40は５か国９件 4,131 億 5,300 万円

であり、政府が主導する「質の高いインフラ輸出」の重要なツールにもなって

いる。 

 

ウ ＳＴＥＰをめぐる課題 

円借款供与に当たっては、一人当たりＧＮＩの水準41で所得階層が区分され

るため、相手国が経済発展して中進国42となった際、ＳＴＥＰに基づく前述のタ

イド援助の調達条件を一定期間経過後適用できなくなると指摘されている43。 

経済成長が著しいＡＳＥＡＮ諸国44の中には、前述のＪＩＣＡの円借款対象

国分類で中進国以上とされ、ＳＴＥＰの適用対象からは外れているマレーシア、

タイがある。また、低・中所得国に含まれているインドネシア、フィリピン、

ベトナムについても、現在はＳＴＥＰの適用対象となっているものの、今後の

経済成長の動向により中進国となる可能性を十分持っている。 

このため、これらの国に対する円借款においては、今後ＳＴＥＰを適用でき

なくなる場合を想定した対応について十分検討しておく必要がある。 

また、ＳＴＥＰに関しては、憂慮すべき事態も伝えられている。それは、Ｓ

ＴＥＰ適用案件に対する我が国の企業の動きが鈍く、入札企業減少や一社入札

が増えている点である45。この背景には、ＯＤＡに実績を持つ我が国の企業が旺

盛な国内需要に対する対応に追われ、リスクの高い海外案件よりも着実に利益

を見込める国内需要を取り込みたい考えがあるとされる46。しかしながら、この

ような状況が続くことは、供与対象国の不利益につながる競争性喪失と高値入

札の常態化47を招き、開発途上国の不利益と不信感を増加させる危惧が生じる。 

 
40 「2018 年度円借款承諾実績と課題」『国際開発ジャーナル』（2019.8）66 頁。数字はインド向

けの「特別タイド方式」が適用されている鉄道関連３事業を除いたものである。 
41 国連及び世界銀行の分類に基づいて行われる。ＪＩＣＡの 2020 年度円借款対象国所得階層

別分類は、対象国をＬＤＣ（後発開発途上国）かつ貧困国（一人当たりＧＮＩ1,025 米ドル

以下）、ＬＤＣまたは貧困国、低・中進国（同 1,026 米ドル以上 3,995 米ドル以下）、中進国

以上（同 3,996 米ドル以上）の４つに分類（2020 年４月時点）しており、「中進国以上」に

該当する場合、原則としてＳＴＥＰを適用できない。ＳＴＥＰの対象国は、円借款の対象国

であり、「ＯＥＣＤルール上タイド借款が供与可能な国」である。 
42 発展途上国を脱し、先進国に至る途上の国という意味で使用される。 
43 第 16 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第１章（令２.5）48 頁。 
44 東南アジア諸国連合の略称。1967（昭和 42）年８月発足の地域共同体でインドネシア、マレ

ーシア、タイ、フィリピン、シンガポールの５か国で発足し、その後ブルネイ、ベトナム、

ラオス、ミャンマー、カンボジアが加盟。2020（令和２）年８月現在、10 か国で構成される。 
45 和泉(2019)62 頁 
46 和泉(2019)62 頁 
47 中国や韓国等の新興ドナーのサブコントラクターにおいても、高値で入札しようとする意識

が波及しているという（和泉(2019)62 頁）。 
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さらに、我が国の企業が海外の大型案件に参加しなくなったことから施工実

績が乏しくなり、入札参加資格事前資格審査（ＰＱ：Prequalification）を通

りにくくなっているとも言われている48。 

 

３．ＡＳＥＡＮ諸国に対する援助 

 ＤＡＣ主要国からの各国に対するＯＤＡ実績については、毎年ＯＥＣＤから

発表されており、ＡＳＥＡＮ諸国に対するものも容易に把握することができる。 

例えば、2016（平成 28）年のＡＳＥＡＮ諸国に対するＤＡＣ主要国のＯＤＡ

実績（支出総額ベース）を見ると、我が国は、卒業国49を除くＡＳＥＡＮ諸国に

対して、インドネシア以外の各国においてトップドナーとなっている（図表 11

参照）。 

 

図表 11 ＡＳＥＡＮ諸国に対するＤＡＣ主要国の援助実績 

国名 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 

インドネシア ドイツ 572.68 日本   399.92 米国   278.84 豪州    252.10 フランス 167.42 
マレーシア 日本    47.46 ドイツ  11.36 英国     5.79 フランス   5.48 米国     4.65 
タイ 日本   414.05 米国    53.63 ドイツ  15.94 フランス  10.64 英国     9.07 

フィリピン 日本   301.51 米国   268.30 韓国     63.34 フランス  62.59 豪州     53.83 

ベトナム 日本 1,583.47 ドイツ 213.84 韓国    185.40 フランス 128.93 米国   112.32 
ラオス 日本    63.78 韓国     37.66 米国    32.53 ドイツ  29.61 豪州     29.19 

ミャンマー 日本   506.82 英国   144.59 米国   131.45 韓国     47.31 豪州     46.47 

カンボジア 日本   140.92 米国    87.40 豪州     57.75 韓国     57.32 ドイツ  41.97 

（注）2016 年支出総額ベース、百万ドル単位。卒業国向け援助を除く。 
（出所）政府開発援助（ＯＤＡ）国別データ集 2018（外務省） 

 

３－１．我が国の援助実績 

これまでＤＡＣ主要国がＡＳＥＡＮ諸国に行った援助に関し、各国に対する

最大の援助供与国の推移を見ると、大部分の時期において我が国は、ＡＳＥＡ

Ｎを中心とする東南アジア地域の多くの国々に対する最大の援助国となってい

ることが分かる（図表 12 参照）。 

また、2017（平成 29）年までの時点において、ＡＳＥＡＮ諸国に対するＯＤ

Ａの累積額は合計 1,223 億 7,628 万ドルにのぼり50、我が国は極めて多額の援

助をこの地域に対して行ってきた。その内訳は、贈与 284 億 1,439 万ドル（無

 
48 和泉(2019)63 頁 
49 経済が発展し、ＯＤＡの供与対象から外れることとなった国を指し、ＡＳＥＡＮ諸国の場合

はブルネイとシンガポールである。 
50 外務省ホームページ。 

<https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/jisseki/kuni/asia.html>（最終アクセ
ス令 2.9.3） 
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償資金協力 127 億 7,215 万ドル、国連機関を通じた贈与４億 1,063 万ドル、技

術協力 152 億 3,163 万ドル）、政府貸付等 939 億 6,189 万ドル（支出総額ベー

ス）である。 

 

図表 12 ＡＳＥＡＮ諸国に対する最大の援助供与国の推移 
年 インドネシア マレーシア タイ フィリピン ベトナム ラオス ミャンマー カンボジア 

1998 日本 日本 日本 日本 日本 日本 日本 日本 

1999 日本 日本 日本 日本 日本 日本 日本 日本 

2000 日本 日本 日本 日本 日本 日本 日本 日本 

2001 日本 日本 日本 日本 日本 日本 日本 日本 

2002 日本 日本 日本 日本 日本 日本 日本 日本 

2003 日本 日本 米国 日本 日本 日本 日本 日本 

2004 オーストラリア 日本 デンマーク 日本 日本 日本 日本 日本 

2005 日本 デンマーク 米国 日本 日本 日本 日本 日本 

2006 オーストラリア 日本 フランス 日本 日本 日本 日本 日本 

2007 オーストラリア 日本 米国 日本 日本 日本 日本 日本 

2008 日本 日本 日本 日本 日本 日本 英国 日本 

2009 日本 日本 日本 日本 日本 日本 英国 日本 

2010 日本 日本 日本 日本 日本 日本 日本 日本 

2011 日本 日本 日本 日本 日本 日本 英国 日本 

2012 日本 日本 日本 日本 日本 日本 日本 日本 

2013 日本 日本 日本 日本 日本 日本 日本 日本 

2014 日本 日本 日本 日本 日本 日本 ドイツ 日本 

2015 日本 日本 日本 日本 日本 日本 日本 日本 

2016 ドイツ 日本 日本 日本 日本 日本 日本 日本 

（注）ＤＡＣ集計の支出総額ベースによる（2007 年以前は支出純額ベース）。 
（出所）各年版政府開発援助（ＯＤＡ）国別データ集（外務省）から作成 

 

このような我が国のＯＤＡは、ＡＳＥＡＮ諸国の経済発展に大きく貢献した

と考えられる。例えば、2013 年版政府開発援助（ＯＤＡ）白書の巻頭言におい

て、「東南アジアに対し、日本がＯＤＡを通じインフラ整備や人材育成を進めて

きたことが、この地域の経済発展と政治的安定に大きく貢献し、東南アジアは

今や世界経済を牽引する存在となった。」という認識が示されている。 

また、我が国は、東南アジアの国々が賠償・円借款で調達した我が国の資本

財を使って経済インフラを建設する支援を行い、その際に紹介された我が国の

技術・技術者が相手国の技術水準向上に寄与したと指摘されている51。 

さらに、良質の経済インフラと産業人材は、東南アジア地域の投資環境の改

善をもたらし、我が国や韓国、台湾等のＮＩＥｓ(Newly Industrializing 

Economies：新興工業国)からの投資を呼び、急速な発展の原動力となったと分

 
51 大海渡（2019）229頁 
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析されている52。 

 

３－２．新興ドナー中国の台頭－カンボジアを例として 

これまで我が国は、東南アジア地域が経済発展を遂げる上で多大な貢献をし

てきた。しかしながら、近年は、東南アジア地域において新興ドナーである中

国が、これまでの我が国の援助手法をモデルにした投資・貿易と一体となった

援助を実施しており、我が国の優位性が相対的に低下していると指摘されてい

る53。我が国がこのような状況に的確に対処するためには、まず東南アジア地域

に対する援助を巡る状況を把握することが重要となる。 

 

図表 13 カンボジアに対する各国別援助支出実績 

 
(注)支出総額ベース。2015 年の数字は推計値。 
(出所)『カンボジア国別評価（第三者評価）報告書（平 30.2）』(学校法人早稲田大学) から

作成。原典はＣＤＣ(2016),Development Cooperation Partnership Report 

 

中国の対外援助については、ＤＡＣ未加盟であること等の理由からＤＡＣ加

盟国と比べて透明性が低く、東南アジア各国に対する援助等の全体像を明らか

にすることが困難であるため、カンボジア開発評議会54（ＣＤＣ）が「The 

Cambodia ODA Database55」で援助実績を公開しているカンボジアを例に取り上

 
52 大海渡（2019）229頁 
53 『カンボジア国別評価（第三者評価）報告書（平 30.2）』（学校法人早稲田大学）：平成 29 年

度外務省ＯＤＡ評価 
54 カンボジアにおける復興・開発と投資活動の監督に関して責任を負う唯一の機関として 1994

年に設立され、ＯＤＡを担当するカンボジア復興開発委員会、民間投資を担当するカンボジ

ア投資委員会、カンボジア経済特区委員会で構成される。 
55 <http://odacambodia.com/>（最終アクセス令 2.8.31） 
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げ、東南アジア地域に対する中国を含む各国からの援助の一端に触れたい。 

我が国は、ＤＡＣ主要国の中では、2018（平成 30）年現在、支出総額ベース

でカンボジアに対する二国間ＯＤＡの最大の援助供与国56となっている。 

しかしながら、カンボジア国別評価（第三者評価）報告書（平成 29 年度外務

省ＯＤＡ評価）に基づいてカンボジアに対する各国の援助実績を見ると、ＤＡ

Ｃに加盟していない中国による援助の方が圧倒的に大きく、2010（平成 22）年

には我が国とほぼ同程度の水準だったが、その後は年を追うごとに我が国との

差を広げている（図表 13 参照）。 

また、カンボジアに対するセクター別支援状況（図表 14 参照）における援助

国ごとの状況は明らかではないが、カンボジア国別評価（第三者評価）報告書

は、中国による重点支援分野は道路等の経済インフラであるとしている。 

 

図表 14 カンボジアに対するセクター別支援状況 

 
(注)支出総額ベース。2015 年の数字は推計値。 
(出所)『カンボジア国別評価（第三者評価）報告書（平 30.2）』(学校法人早稲田大学) から

作成。原典はＣＤＣ(2016),Development Cooperation Partnership Report 

 

さらに、ＣＤＣのＯＤＡデータベースや中国による援助の内容について公開

情報を中心に米国ウィリアム・アンド・メアリー大学がまとめている「Aid Data57」

を見ても、中国による支援分野は交通、エネルギー、電力等の経済インフラ関

係が多く、保健、ジェンダー関係に対する供与はあまり見られない。 

 

 
56 『開発協力参考資料集（2019 年版）』（外務省） 
57 <https://www.aiddata.org/datasets>（最終アクセス令 2.8.31） 
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３－３．新興ドナーと我が国の援助姿勢の違い 

ＤＡＣを中心とする国々による無償援助中心の手法は、西欧型援助と言われ

ている。一方、中国を始めとするアジアの新興ドナーによる援助は、援助・投

資・貿易の相乗効果を重視する点等が共通しており、アジア型援助と言われる。

このような援助手法は、新興ドナーが我が国のこれまでの援助姿勢を参考にし

ていると考えられている58。 

しかしながら、新興ドナーによる援助は、我が国の援助とは明確に異なって

いる。新興ドナーの援助手法は単に金銭的な援助にとどまっているが、我が国

のＯＤＡが相手国の自助努力支援を重視するのは、相手国の自助努力によって

開発を進め、経済的自立を促すことが重要と考えるためであり、新大綱（２－

３．参照）も「貧困問題を持続可能な形で解決するためには開発途上国の自立

的発展に向けた、人づくり、インフラ整備、法・制度構築、そしてこれらによ

る民間部門の成長等を通じた経済成長の実現が不可欠である。」と述べている。 

また、1990 年代以降は貧困削減が援助の目標とされ、西欧諸国には援助の最

終目標は「途上国の自立」であるという認識が欠けていたのに対し、我が国は、

貧困削減のための援助実施と並行して相手国の自立支援に取り組んできた59。

贈与等の無償援助により貧困削減を目指す西欧型援助は、貧困や不公正の改善

には有意義であるが、貧困から脱した後については、経済インフラの整備等に

よる経済成長によって相手国の自立を図るアジア型援助の方が有効であると考

えられる60。 

中国の対外援助については、ＯＥＣＤのルールの枠に縛られない中国の存在

感が大きくなった中でどのようにして中国をＤＡＣの枠組みの中に取り込むか

が今後の課題であり、ＤＡＣは、中国に対してＯＥＣＤの各種フォーラムや会

合への参加を呼びかけている。 

我が国は、西欧諸国以外で当初からＤＡＣに加盟している唯一の国である。

その立場を活用して西欧型とアジア型の両者の援助手法を我が国が橋渡しし、

両者が相互に補完する関係を構築することができれば、援助供与国が開発援助

をより有効に行えるようになるのではないか61。 

 

 

 
58 山口（2016）３頁 
59 山口（2016）５頁 
60 山口（2016）７頁 
61 山口（2016）６頁 
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３－４．新興ドナー台頭と我が国の対応 

このような新興ドナーの台頭に対して、我が国はどのように対処すべきであ

ろうか。それは、我が国が有しているが、新興ドナーにはない特徴を生かすこ

とである。 

後述する参議院ＯＤＡ調査派遣の報告書においても指摘されているが、例え

ば、道路や鉄道の橋梁やトンネル等を軟弱な地質に建設する工事のように、高

度な技術が求められ、新興ドナーでは対応が困難な案件を重点的に支援するこ

とが考えられる。 

また、新興ドナーは、相手国に対する技術移転を積極的には行っていないと

言われているのに対し、我が国は、現地雇用を通じて安全管理を含めた技術や

ノウハウを相手国に伝えて人材育成を図っている。これは相手国が自立を図る

上で重要な点であり、そのような取組によって、我が国の成熟化した分野にお

ける技術やノウハウの継承・維持が結果的に図られることにもなる。 

さらに、新興ドナーによる早くて安いインフラ整備の方が、目に見える形で

相手国にアピールしやすいのに対し、これまで我が国が行ってきたライフサイ

クルコスト重視の質の高い支援の方が、長い目で見ると相手国の今後の発展に

大きく寄与することになる点を相手国の指導者層や財政当局に対して十分アピ

ールし、理解を得る努力が不可欠である。 

 

４．我が国ＯＤＡに対する参議院調査派遣団からの指摘 

 ここで、ＯＤＡ経費の効率的運用に資するため平成 16（2004）年度からこれ

まで 16 回にわたり実施されている参議院ＯＤＡ調査派遣の報告内容について

も触れておきたい。 

本稿においては、東南アジア地域を対象に実施された調査において触れられ

ている内容を中心に整理する。それは、東南アジア地域を始めとするアジア地

域が従来から我が国がＯＤＡを重点的に配分している地域であり、中国等の新

興ドナーとも援助が競合しているためである。また、これまで我が国のＯＤＡ

の特質等について述べてきたが、この地域を対象に行われた参議院ＯＤＡ調査

派遣に基づく知見をまとめることは、今後の我が国のＯＤＡが目指すべき方向

について考える上でも重要と考えられる。 

 

４－1．我が国ＯＤＡをめぐる状況 

これまで我が国が実施してきたＯＤＡは、相手国との協力関係の積み重ねを

背景に質と技術力の高さに対する信頼が確立され、活動が国際的にも高く評価
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されている62。しかし、我が国の厳しい財政事情を反映し、一般会計におけるＯ

ＤＡ予算は近年まで減少傾向が続いていた（図表２参照）。 

 他方、積極的にインフラ整備を行う中国を始めとする新興ドナーが近年台頭

しており、例えば橋梁建設等のハード面の支援を行う中国の存在感が高まって

いると指摘されている63。 

 

４－２．我が国ＯＤＡと中国の対外援助の相違 

前述のように、中国による対外援助には、借款重視、経済インフラ整備支援

重視、アジア地域等の重視等の特徴があると言われており64、これらの点は、我

が国のＯＤＡの特徴と外見的には類似している。しかし、その手法については、

我が国と中国の援助は全く異なっている。 

例えば、我が国による経済インフラの整備については、費用が高く工期も長

いと言われる反面、質の高さ、長期間使用可能であること、現地における雇用、

最先端の専門技術と安全管理のノウハウの継承という利点を持っていると指摘

されている65。これは、我が国が経済インフラの整備において事前調査を入念に

行い、ライフサイクルコストを勘案した質の高い援助を行っていることを示し

ている66。 

これに対して新興ドナーによるインフラ整備は、工期の遅れと経費の増加を

伴う地盤改良工事を避けるなど、早さと安さを優先した結果、質が伴っていな

い事例が指摘されている67。ただし、自国の財政上の制約がある中で当面は量的

な拡充や整備のスピードを優先したいという見解を示す相手国も存在しており、

このような考え方は、新興ドナーの姿勢に近い68。 

このため、相手国の望む「スピード」と我が国の高い技術力がもたらす「質」

を両立させることができるよう、円借款等の使い勝手の向上を進めるとともに、

相手国が真に必要としている支援を十分把握し、相手国はもとより他の援助国

とも協力しつつ、柔軟に対応する姿勢が一層求められる69。 

また、我が国のＯＤＡが費用対効果の点で優れている点を積極的にアピール

 
62 第 16 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第１章（令 2.5）44 頁 
63 第７回参議院ＯＤＡ派遣報告書第４章（平 23.4）258 頁 
64 渡辺（2019）13-16 頁 
65 第 15 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第１章（平 31.3）49 頁 
66 第 13 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第３章（平 29.6）166 頁 
67 第 15 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第１章（平 31.3）49 頁 
68 第 13 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第３章（平 29.6）166 頁 
69 第 13 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第３章（平 29.6）166 頁 



経済のプリズム No191 2020.9 2 

 

30
 

し、中長期的に見て効率的かつ信頼性も高い我が国の質の高いインフラ整備の

メリットに対し、相手国の理解を深めるよう丁寧な説明を行うことも必要であ

る70。 

なお、これまで我が国のＯＤＡは質は高いが進捗は遅いと言われてきたが、

最近のＯＤＡ調査派遣において、スピードが速まり改善が見られると評価され

ている71。 

さらに我が国は、自国への利益還元のみにこだわらず、多くの現地雇用を生

み出し、主要資材も現地で調達している。さらに、インフラ整備にとどまらず、

現地における雇用を通じ、最先端の専門技術・知見、安全管理のノウハウも供

与し72、現地採用の技術者・労働者に対し、ＯＪＴ等を通じ、専門技術を惜しみ

なく伝授するだけでなく、現場における安全管理教育も徹底している。 

一方、中国企業については、インフラ建設に自前の資材や労働者ばかりを使

い73、現地における雇用促進や技術移転を伴わず、現地への波及効果も限定され

る74という点も指摘されている。 

 

４－３．財政的制約と人的資源の有効活用策 

 我が国の財政状況は厳しく、特に最近の新型コロナウイルスの感染拡大によ

り、今後の財政状況は更に厳しくなると予想される。そのような状況の中で、

どのように今後の支援分野を考えればよいのかが問われている。 

 

４－３－１．対象の重点化 

開発途上国においては、運輸交通インフラの整備の立ち遅れが経済発展の制

約要因となっており75、また、高速道路や鉄道のようなインフラはネットワーク

化されないと効果を発揮しないが、東南アジア地域におけるインフラ需要は膨

大であり、必要な資金を相手国政府と援助国によるＯＤＡのみで賄うことは困

難である76。 

しかし、援助資金の量的確保が必要であるとしても、新興ドナーと同様な形

で援助を行うことは現実的ではない。我が国の強みを生かしたＯＤＡの再検討

 
70 第 13 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第３章（平 29.6）166 頁 
71 第 16 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第１章（令 2.5）49 頁 
72 第 15 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第１章（平 31.3）50 頁 
73 『日本経済新聞』（令元 10.25） 
74 山口（2016）２頁 
75 第９回参議院ＯＤＡ派遣報告書第２章（平 25.6）79 頁 
76 第 13 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第３章（平 29.6）166 頁 
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が必要であり、効果的なインフラ整備等に極力重点化することが求められてい

る77。また、相手国が中進国入りしてＳＴＥＰが適用できなくなった場合には、

ハイスペック借款78の活用等も考えられる79。 

なお、ハイスペック借款とは、2016（平成 28）年のＧ７伊勢志摩サミットに

おいて「質の高いインフラ投資の推進のためのＧ７伊勢志摩原則」が取りまと

められたことに基づき、「質の高いインフラ」を推進すると特に認められるプロ

ジェクト借款案件に適用されるものである。ＬＤＣ（後発開発途上国）のうち

貧困国を除く全ての円借款対象国を対象とし、調達条件はアンタイドである。 

 また、相手国が質の高いインフラの導入を希望し、評価において、価格以外

にライフサイクルコスト評価等の要素を盛り込むこと等を通じて質の高いイン

フラの発注を推進することを基本的考え方としている。 

 

４－３－２．国際機関等との連携 

もう一つの対応策として、アジア開発銀行（ＡＤＢ）を始めとする国際機関

との緊密な連携、例えば、ＡＤＢとの協調融資により事業を実施し、橋梁のよ

うに我が国が高い建設技術を有している部分は円借款を供与し、その他の道路

部分はＡＤＢが実施するといった事業の性質に応じた分担方法が考えられる80。  
また、民間の資金とノウハウを活用し、官民が連携して効率的・効果的なイ

ンフラ整備を行うためＰＰＰ（官民パートナーシップ）の手法を導入する動き

も開発途上国において見られ、ＯＤＡを触媒として民間投資を呼び込み、民間

企業との連携の下でＰＰＰ方式を活用することも考えられる81。 
さらに、インフラ整備に代表されるハード分野と技術協力等のソフト分野の

援助をバランスよく組み合わせた支援を引き続き進めること、ＪＩＣＡだけで

なく民間企業やＮＧＯを含めた日本ブランドに対する厚い信頼を活用すること、

官民が連携した裾野の広い取組を拡大すること等、我が国の特色を生かしたＯ

ＤＡを実施し、ＡＳＥＡＮ諸国の経済発展が我が国の経済成長につながってい

くことも重要である82。 

 
77 第７回参議院ＯＤＡ派遣報告書第４章（平 23.4）259 頁 
78 財務省ホームページ 

<https://www.mof.go.jp/international_policy/economic_assistance/pqi/pqi_170524_1.

pdf>（最終アクセス令 2.9.3） 
79 第 16 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第１章（令 2.5）48 頁 
80 第 12 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第１章（平 28.3）52 頁 
81 第 13 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第３章（平 29.6）166 頁 
82 第８回参議院ＯＤＡ派遣報告書第４章（平 24.5）290 頁 
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４－３－３．関係機関や相手国との情報共有 

 近年、東南アジア地域の大規模なインフラ整備事業において新興ドナーが受

注し、我が国が支援の機会を逃す事態が生じている。これは、我が国のプレゼ

ンスの低下を示す事態として憂慮されるとともに、新興ドナーによる受注が結

果的に施工の遅れや工事の質の低下を招いた場合には、被供与国の不利益にも

つながることから、我が国ＯＤＡのプレゼンスを高める努力が必要である83。 

また、他国が支援した事業で施工技術の未熟さや進捗管理の問題等の様々な

課題が表面化している状況が見られたことを踏まえ、これまでに実施されたイ

ンフラ整備を総括する時期に来ており、他国が実施した支援の問題点の調査と

ともに、我が国の支援に対する高評価事例を洗い出して大使館、ＪＩＣＡ、国

会の間で情報を共有し、情報を積極的に活用して支援先の国々と協議すること

が我が国のプレゼンスを高めるための解決策になると指摘されている84。 

さらに、相手国における事業実施省庁と財政当局との認識のかい離について

も、財政当局は支出面であるコストに着目するため、我が国ＯＤＡが重視する

質的側面とは相いれない部分があると指摘されており、対応策として、相手国

の財政当局と意見交換を行い、我が国ＯＤＡが重視するライフサイクルコスト

に対する理解を深めることが求められている85。 

 

４－３－４．人材育成と技術の継承・維持の強化 

東南アジア地域が今後とも成長を持続していくためには、戦略的なインフラ

整備と今後の経済発展等を自立的・主体的に担う人材育成が重要となることも

指摘されている86。我が国は、以前から現地における人材育成を重視しており、

そのような支援方法の意義の周知も不可欠である87。 

また、既存施設の老朽化とその対策等が問題となっている分野における技術

等の維持・継承は我が国においても不可欠であり、ＯＤＡによる経済インフラ

の整備事業を通じて、相手国の施設整備にとどまらず、技術協力による人材育

成等に対する継続した支援も重要であり88、そのような取組は、支援される側だ

けでなく、支援する側にとっても有益である。 

 さらに、我が国に発展途上国から研修員を受け入れ、我が国の高度な設備・技

 
83 第 16 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第１章（令 2.5）45 頁 
84 第 16 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第１章（令 2.5）46 頁 
85 第 16 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第１章（令 2.5）40 頁 
86 第 13 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第３章（平 29.6）165 頁 
87 第 11 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第１章（平 26.11）63 頁 
88 第 13 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第３章（平 29.6）167 頁 
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術や行動様式、価値観等に触れてもらうことも重要である。我が国における研修は、

新たな知見を得て、研修員が具体的に現状の改善点を考えたり、周囲への指導を含

めた波及効果が期待され、我が国の経済協力の実効性の更なる向上が図られると

考えられることから、研修員の受入体制の強化を検討する必要があると指摘され

ている89。 

なお、研修員受入事業は、前述のコロンボ・プラン加盟を契機とする我が国最初

のＯＤＡ（技術協力）として始められ、現在に至っている。 

また、産業人材の育成に関しては、一般財団法人海外産業人材育成協会（Ｈ

ＩＤＡ（現在はＡＯＴＳと略称））が開発途上国を始めとする海外企業の技術

者等を対象に研修事業を実施している。ＡＯＴＳが実施する日本国内研修につ

いては、我が国の企業・文化等に直接触れる機会となり、我が国への理解を深

める上でも意義のある取組である旨の意見が参加した企業経営者等から出され

ているものの、帰国後の研修生と我が国とのつながりが希薄である旨の意見も

出されており、研修生により組織されている同窓会等を活用した継続した取組

が必要であると指摘されている90。 

 

４－３－５．青年海外協力隊員の処遇改善 

これまでも再三指摘されている課題として、国民参加型の国際協力であるＪ

ＩＣＡ海外協力隊、中でも青年海外協力隊は、昭和 40（1965）年の制度創設以

降、途上国の発展への貢献、対日信頼感の醸成、国際的視野を有する人材の輩

出という観点から重要な意義があり、効果を発揮しているが、帰国後の協力隊

員の再就職やキャリア形成への支援が課題として残されている91。 

 

５．おわりに 

一般会計ベースで見る我が国のＯＤＡ予算は、近年わずかながらも増加して

いるものの、平成 23（2011）年度以降は 5,000 億円台で推移している（図表２

参照）。このため、限られた予算を有効に利用するための効果的な援助が求めら

れている。また、ＯＤＡ予算に対しては、無駄が多い、戦略性に欠けるなどの

点が国会においても再三指摘されている92。 

 
89 第 12 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第１章（平 28.3）50 頁 
90 第 13 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第３章（平 29.6）168 頁 
91 第９回参議院ＯＤＡ派遣報告書第２章（平 25.6）82 頁、第 16 回参議院ＯＤＡ派遣報告書第

１章（令 2.5）49－50 頁 
92 『読売新聞』（令元.11.15）。なお、中国に対する新規のＯＤＡ供与は、2018（平成 30）年度

で終了している。 
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我が国の厳しい財政事情を考えると、今回の新型コロナウイルスの感染拡大

を始めとする状況の変化もあり、今後ＯＤＡ予算が大幅に増加する状況は考え

にくく、豊富な資金力を有する新興ドナーと我が国が同じように競争すること

は困難と思われる。このため、今後の我が国のＯＤＡを考える上では、対象分

野等の選択と集中が避けられない。 

また、ともすれば海外案件に伴うリスクを回避するため内向きになりがちな

民間企業に対して今後も海外案件の受注に向けて行動してもらう上では、ミャ

ンマー連邦共和国におけるティラワ経済特別区（ＳＥＺ）開発事業93のように、

海外投融資を利用して民間投資を支援し、民間企業が持つ資金やノウハウを活

用する方策も重要である。 

さらに、我が国のＯＤＡに対しては、「顔の見える」援助が求められているが、

この言葉には、相手国の国民に対してどこの国の援助であるのかを示すことと、

ＯＤＡ予算を負担する我が国の国民に対する説明の両方の意味がある。我が国

の財政状況が厳しい中で、国際貢献として他の国々を援助する意味をもう一度

考えることが求められる。 

例えば、2015 年の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030

アジェンダ」に記載されている持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ：Sustainable 

Development Goals）は、「誰一人取り残さない」社会を実現するという理念を

掲げている。これは、開発協力大綱の基本理念の中でも示されており、我が国

の開発協力の根本にある「人間の安全保障」の考え方が反映されたものと考え

られる94。誰一人取り残さない社会を実現するためには、ＯＤＡのみにとどまら

ず、格差や貧困、感染症対策等を始めとする先進国・開発途上国が共に解決し

なければならない課題を解決することが不可欠である。 

このようなことを考えれば、我が国が今後も世界に貢献するためには、これ

まで蓄積してきた様々な知見を発展途上国に伝え、より良い方向に向けて発展

するよう支援することが重要である。ＯＤＡはその重要なツールの一つであり、

我が国の在るべき姿を考え、その実現に向けて今後もＯＤＡを有効に活用する

ことが求められる。 
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